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本ファンドは、約款において運用報告書（全体
版）を電子交付できる旨が定められておりま
す。運用報告書（全体版）は、下記の手順でご
覧いただけます。なお、書面をご要望の場合
は、販売会社までお問い合わせください。
〈閲覧方法〉
右記ＵＲＬにアクセス⇒「ファンド情報」⇒
「ファンド一覧」より本ファンドを選択⇒「運
用報告書（全体版）」を選択

受益者の皆様へ
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、「ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）
／（米ドルコース）」は、このたび、通貨分散
コースにつきましては、第203期～第208期の決
算、米ドルコースにつきましては、第38期～第
39期の決算を行いました。本ファンドは、国内の
上場株式を主要投資対象としてＴＯＰＩＸ（東証
株価指数）（配当込み）との連動性を維持しなが
ら長期的にＴＯＰＩＸを上回る運用成果（プラス
アルファ）をめざす一方、通貨への投資効果を追
求した運用を行っております。今期の運用経過等
について、以下のとおりご報告申し上げます。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い
申し上げます。

通貨分散コース
第208期末（2023年11月10日） 第203期～第208期
基 準 価 額 10,424円 騰 落 率 28.8％
純資産総額 2,807百万円 分配金合計 1,570円

米ドルコース
第39期末（2023年11月10日） 第38期～第39期
基 準 価 額 11,483円 騰 落 率 33.1％
純資産総額 1,850百万円 分配金合計 2,840円

（注）騰落率は収益分配金（税引前）を分配時に再投資したも
のとみなして計算したものです。

交 付 運 用 報 告 書

ＧＳ 日本株・プラス

＜通貨分散コース／米ドルコース＞
追加型投信／国内／株式

通貨分散コース 第203期（決算日2023年６月12日）
第204期（決算日2023年７月10日）
第205期（決算日2023年８月10日）
第206期（決算日2023年９月11日）
第207期（決算日2023年10月10日）
第208期（決算日2023年11月10日）

米ドルコース 第 38 期（決算日2023年８月10日）
第 39 期（決算日2023年11月10日）

作成対象期間：2023年５月11日～2023年11月10日
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）
運用経過

基準価額等の推移について（2023年５月11日～2023年11月10日）

（注１）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記
載しています。

（注２）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注３）実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留
意ください。

（注４）分配金再投資基準価額、参考指数は、当作成期（以下、「当期」といいます。）の期首の基準価額を起点として指数化し
ています。

（注５）騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しています。

基準価額の主な変動要因
　本ファンドの基準価額は、期首の9,379円から1,045円上昇し、期末には10,424円となりました。

上昇要因
　当期の日本株式市場が上昇したことや、「モメンタム」、「バリュー」および「収益性」の投資テー
マがいずれもプラス寄与となったことなどが基準価額の上昇要因となりました。

下落要因
　分配金をお支払いしたことが基準価額の下落要因となりました。
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騰落率：＋28.8％（分配金再投資ベース）
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

１万口当たりの費用明細

項目
第203期～第208期

項目の概要2023年５月11日～2023年11月10日
金額 比率

信託報酬 87円 0.830％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
（投信会社） （40） （0.382） ファンドの運用、受託会社への指図、基準価額の算出、目論見書・運用

報告書等の作成等の対価
（販売会社） （44） （0.415） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、分配金・換金代金・

償還金の支払い業務等の対価
（受託会社） （ 3） （0.033） ファンドの財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

売買委託手数料 4 0.041 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数（株式） （ 4） （0.040）

（先物・オプション） （ 0） （0.001）
その他費用 3 0.026 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監査費用） （ 0） （0.004） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （ 2） （0.022） 目論見書・運用報告書等の作成・印刷に係る費用、信託事務処理等に要

するその他の諸費用
合計 94 0.897

期中の平均基準価額は10,524円です。
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む。）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の

簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、本ファンドが組入れているマザーファンド
が支払った金額のうち、本ファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

（参考情報）
総経費率

　当作成対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取
引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年
率）は1.70％です。

総経費率
1.70％

運用管理費用
（投信会社）
0.76％

運用管理費用
（販売会社）
0.82％

運用管理費用
（受託会社）
0.07％

その他費用
0.05％

（注１）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便
法により算出したものです。

（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料
及び有価証券取引税を含みません。

（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これ

らの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用
の比率とは異なります。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

最近５年間の基準価額等の推移について

（注１）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注２）実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留
意ください。

（注３）分配金再投資基準価額、参考指数は、2018年11月12日の基準価額を起点として指数化しています。
（注４）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）（2023年２月28日までは配当を含まないＴＯＰＩＸ（東証株価指

数））であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しています。

最近５年間の年間騰落率
2018/11/12 2019/11/11 2020/11/10 2021/11/10 2022/11/10 2023/11/10
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額（分配落）（円） 6,866 6,366 5,947 7,568 8,707 10,424
期間分配金合計（税引前）（円） － 120 120 120 120 1,630
分配金再投資基準価額騰落率 － －5.4％ －4.6％ 29.4％ 16.8％ 39.8％
参考指数騰落率 － 1.9％ －0.2％ 18.1％ －3.6％ 23.4％
純資産総額（百万円） 3,627 3,020 2,477 2,387 2,363 2,807

（注１）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。小数点以下第２位を四捨五入して表示しています。
（注２）純資産総額の単位未満は切捨てで表示しています。
（注３）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）（2023年２月28日までは配当を含まないＴＯＰＩＸ（東証株価指

数））であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しています。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

投資環境について
＜日本株式市場＞
　当期の日本株式市場は上昇しました。
　堅調な業績見通しや株主還元策を発表した企業などが注目されるとともに、海外投資家からの買いが
継続し市場を押し上げました。米国の利上げ見送り観測や債務上限問題の決着が好材料となり、日本株
式市場は上昇しました。７月から８月下旬にかけては、米国債の格下げ、米金利の上昇、中国不動産大
手の信用不安などが意識され、日本株式市場は横ばいとなりました。９月以降は米国の強い景気指標も
あり再度上昇しましたが、９月後半になると米金利の上昇、10月になると中東情勢の悪化が嫌気され、
日本株式市場は下落しました。11月になると日米金利差の拡大を背景とする円安米ドル高の進行により
日本株式市場は上昇し、結果前期を上回る水準で期を終えました。

＜外国為替市場＞
　外国為替市場では、主要通貨が対円で上昇しました。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

○為替レート（対円）の推移

出所：三菱ＵＦＪ銀行対顧客電信売買相場仲値（ＴＴＭレート）
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

ポートフォリオについて
＜本ファンド＞
　日本計量株式マザーファンドを通じて、国内の上場株式を主要投資対象とした運用を行うとともに、
為替取引による複数の主要通貨（米ドル、ユーロ、英ポンド、カナダ・ドル、豪ドル、ニュージーラン
ド・ドル）への分散投資を行い、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行いました。
　本ファンドでは、複数の主要通貨買い円売りの為替取引を行っており、2023年11月10日現在のそれ
ぞれの比率は、米ドル16.1％、カナダ・ドル15.9％、ニュージーランド・ドル15.8％、英ポンド
15.7％、豪ドル15.7％、ユーロ15.5％です。

＜本マザーファンド＞
　本マザーファンドでは、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント独自開発の計量モデルを
用いて、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）との連動を維持しながら、長期
的にこれを上回る運用成果をめざしました。
　 当 運 用 で は 、 最 新 の ビ ッ グ デ ー タ や 伝 統 的 な 市 場 ・ 業 績 デ ー タ 等 を も と に 、 モ メ ン タ ム
（Momentum）・バリュー（Value）・収益性（Profitability）の投資テーマを通じた評価基準
（MVPモデル）に基づき、投資魅力度を総合的に評価していますが、「モメンタム」、「バリュー」お
よび「収益性」がプラス寄与となったことなどから、本マザーファンドのパフォーマンスはベンチマー
クを上回りました。

ベンチマークとの差異について
　本ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、本ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。

＜当期の基準価額と参考指数の対比（騰落率）＞

（注１）基準価額の騰落率は収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。
（注２）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記

載しています。

　当期の本ファンドのパフォーマンス（分配金再投資ベース）は＋28.8％となった一方、参考指数のパ
フォーマンスは＋13.3％となりました。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

分配金について
　収益分配金（１万口当たり、税引前）については、分配方針および基準価額の水準などを勘案し、第
203期は10円、第204期は420円、第205期は320円、第206期は410円、第207期は180円、第208
期は230円としました。収益分配金に充てなかった収益については、信託財産内に留保し、運用の基本
方針に基づいて運用を行います。

＜分配原資の内訳＞
（単位：円・％、１万口当たり・税引前）

項目
第203期 第204期 第205期 第206期 第207期 第208期

2023年５月11日
～2023年６月12日

2023年６月13日
～2023年７月10日

2023年７月11日
～2023年８月10日

2023年８月11日
～2023年９月11日

2023年９月12日
～2023年10月10日

2023年10月11日
～2023年11月10日

当期分配金 10 420 320 410 180 230
（対基準価額比率） 0.097 3.908 2.961 3.731 1.688 2.159
当期の収益 7 222 320 410 86 168
当期の収益以外 2 197 － － 93 61

翌期繰越分配対象額 5,581 5,622 5,782 5,867 5,778 5,717
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額です。

また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。
（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。
（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率

とは異なります。

今後の運用方針について
＜本ファンド＞
　今後も引き続き本マザーファンドを通じて、国内の上場株式を主要投資対象とした運用を行うととも
に、為替取引による複数の主要通貨への分散投資を行い、信託財産の長期的な成長を図ることを目標と
して運用を行います。

＜本マザーファンド＞
　本マザーファンドでは、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント独自開発の計量モデルを
用いて、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）との連動を維持しながら、長期
的にこれを上回る運用成果をめざします。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

本ファンドの概要
商品分類 追加型投信／国内／株式
信託期間 原則として無期限
運用方針 日本の上場株式を主要投資対象とし、信託財産の長期的な成長を図ることを

目標とします。独自開発の計量モデルを用い、多様な評価基準に基づいて銘
柄選択を行うことにより、グロース相場、バリュー相場といったさまざまな
市場局面においても安定した付加価値の獲得を追求します。

主要投資対象
本ファンド 日本計量株式マザーファンドの受益証券
日本計量株式マザーファンド 日本の上場株式

運用方法・組入制限 ①主としてマザーファンドの受益証券に投資し、原則として、その組入比率
は高位に保ちます。

②＜通貨分散コース＞スワップ取引、為替予約取引等のデリバティブ取引を
用いて、日本円と米ドルその他の通貨間の短期金利差から得られる収益機
会を追求します。
＜米ドルコース＞為替予約取引等のデリバティブ取引を用いて、米ドルへ
の投資効果を追求します。

③本ファンドおよびマザーファンドにおける組入制限は下記のとおりです。
・株式への投資割合には制限を設けません。

分配方針 原則として毎計算期末（通貨分散コースは毎月10日、米ドルコースは２
月、５月、８月、11月の各10日。休業日の場合は翌営業日。）に収益の分
配を行います。投信会社が経費控除後の利子・配当等収益および売買損益
（評価損益を含みます。）等の中から基準価額水準、市場動向等を勘案して
分配金を決定します。
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ＧＳ 日本株・プラス（通貨分散コース）

（参考情報）
本ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

○上記は、2018年11月から2023年10月の５年間における１年騰落率の平均値・最大値・最小値を、
本ファンドおよび他の代表的な資産クラスについて表示したものです。

○各資産クラスの指数
日本株：東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）
先進国株：ＭＳＣＩ　コクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株：ＭＳＣＩ　エマージング・マーケッツ・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ　国債
先進国債：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・グロー

バル・ダイバーシファイド（円ベース）
□東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）に係る標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または
株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。□ＭＳＣＩコクサイ・インデックスおよびＭＳＣＩエマージング・マーケッツ・
インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩインクに帰属します。ＭＳＣＩおよびＭＳＣＩの情報の編
集、計算、および作成に関与するその他すべての者（以下総称して「ＭＳＣＩ当事者」といいます）は、ＭＳＣＩの情報について
一切の保証（独創性、正確性、完全性、商品性および特定目的への適合性を含みますが、これらに限定されません）を明示的に排
除します。ＭＳＣＩ、その関連会社およびＭＳＣＩ当事者は、いかなる場合においても、直接損害、間接損害、特別損害、付随的
損害、懲罰損害、派生的損害（逸失利益を含みます）およびその他一切の損害についても責任を負いません。ＭＳＣＩの書面によ
る明示的な同意がない限り、ＭＳＣＩの情報を配布または流布してはならないものとします。□ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債の知的
財産権は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。□ＦＴＳＥ世界国債インデックスは、
FTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。□ＪＰモル
ガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・グローバルに関する著作権は、Ｊ．Ｐ．モルガン・セ
キュリティーズ・エルエルシーに帰属します。

・海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円ベースの指数を採用しております。
・全ての資産クラスが本ファンドの投資対象とは限りません。
・本ファンドの騰落率は収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。
・騰落率は当期末の直近月末から60ヵ月遡った算出結果であり、本ファンドの決算日に対応した数値とは異なります。
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本ファンドのデータ
本ファンドの組入資産の内容（2023年11月10日現在）

○組入上位ファンド� （組入銘柄数：１銘柄）
ファンド名 比率

日本計量株式マザーファンド 89.7％
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

（注１）上記の比率は全て本ファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては合計が100％とならない場合があ
ります。

（注２）国別配分は、発行国もしくは投資国を表示しています。国・地域別による配分です。

純資産等

項目 第203期末 第204期末 第205期末 第206期末 第207期末 第208期末
2023年６月12日 2023年７月10日 2023年８月10日 2023年９月11日 2023年10月10日 2023年11月10日

純資産総額 2,545,216,144円 2,510,400,745円 2,544,206,871円 2,639,265,997円 2,718,091,944円 2,807,300,004円
受益権総口数 2,475,483,633口 2,430,898,294口 2,425,974,032口 2,494,688,706口 2,592,573,630口 2,693,188,120口

１万口当たり基準価額 10,282円 10,327円 10,487円 10,580円 10,484円 10,424円
（注）当作成期首元本額は2,582,479,902円、当作成期間（第203期～第208期）中において、追加設定元本額は443,642,926

円、同解約元本額は332,934,708円です。

マザーファンド受益証券
89.7％

株式先物
10.0％

その他
0.3％

○資産別配分

日本
99.7％

その他
0.3％

○国別配分

日本円
99.7％

その他
0.3％

○通貨別配分
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組入上位ファンドの概要
日本計量株式マザーファンド（2023年11月10日現在）
○基準価額の推移について（2023年５月11日～2023年11月10日）

（注）基準価額の推移については組入れファンドの直近の計
算期間のものです。

○１万口当たりの費用明細
項目

売買委託手数料 16円
（株式） (16)
（先物・オプション） (� 0)

その他費用 0
（その他） (� 0)

合計 16
（注１）１万口当たりの費用明細は組入れファンドの直近の

計算期間のものです。
（注２）１万口当たりの費用明細は各項目ごとに円未満は四

捨五入してあります。なお、費用項目については２
ページ（１万口当たりの費用明細の項目の概要）を
ご参照ください。

（円）

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

23/5
（期首）

23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11
（期末）

（年/月）

基準価額

（注１）データは組入れファンドの直近の決算日時点のものです。
（注２）国別配分は、発行国もしくは投資国を表示しています。国・地域別による配分です。
（注３）上記の比率は全て組入れファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては合計が100％とならない場合

があります。

＊組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）でご覧いただけます。

株式
90.1％

株式先物
1.0％

その他
8.9％

○資産別配分

日本
91.1％

その他
8.9％

○国別配分

日本円
91.1％

その他
8.9％

○通貨別配分

銘柄 業種 比率
１ トヨタ自動車 輸送用機器 2.7％
２ 本田技研工業 輸送用機器 2.4％
３ 東京海上ホールディングス 保険業 2.2％
４ 東京エレクトロン 電気機器 2.1％
５ 日本電信電話 情報・通信業 1.9％
６ オリックス その他金融業 1.8％

銘柄 業種 比率
７ セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 1.6％
８ 富士通 電気機器 1.6％
９ ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 保険業 1.6％
10 豊田通商 卸売業 1.6％
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

○組入上位10銘柄� （組入銘柄数：177銘柄）
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ＧＳ 日本株・プラス（米ドルコース）
運用経過

基準価額等の推移について（2023年５月11日～2023年11月10日）

（注１）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記
載しています。

（注２）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注３）実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留
意ください。

（注４）分配金再投資基準価額、参考指数は、当作成期（以下、「当期」といいます。）の期首の基準価額を起点として指数化し
ています。

（注５）騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しています。

基準価額の主な変動要因
　本ファンドの基準価額は、期首の10,876円から607円上昇し、期末には11,483円となりました。

上昇要因
　当期の日本株式市場が上昇したことや、「モメンタム」、「バリュー」および「収益性」の投資テー
マがいずれもプラス寄与となったことなどが基準価額の上昇要因となりました。

下落要因
　分配金をお支払いしたことが基準価額の下落要因となりました。

（円）
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第37期末
（23/5/10）

第38期末
（23/8/10）

第39期末
（23/11/10）

参考指数（左軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

第38期首：10,876円
第39期末：11,483円
（当作成期中にお支払いした分配金：2,840円）
騰落率：＋33.1％（分配金再投資ベース）
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１万口当たりの費用明細

項目
第38期～第39期

項目の概要2023年５月11日～2023年11月10日
金額 比率

信託報酬 102円 0.824％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
（投信会社） （ 47） （0.382） ファンドの運用、受託会社への指図、基準価額の算出、目論見書・運用

報告書等の作成等の対価
（販売会社） （ 51） （0.415） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、分配金・換金代金・

償還金の支払い業務等の対価
（受託会社） （  3） （0.028） ファンドの財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

売買委託手数料 5 0.042 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数（株式） （  5） （0.041）

（先物・オプション） （  0） （0.001）
その他費用 3 0.026 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監査費用） （  1） （0.007） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （  2） （0.019） 目論見書・運用報告書等の作成・印刷に係る費用、信託事務処理等に要

するその他の諸費用
合計 110 0.892

期中の平均基準価額は12,400円です。
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む。）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の

簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、本ファンドが組入れているマザーファンド
が支払った金額のうち、本ファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

（参考情報）
総経費率

　当作成対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取
引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年
率）は1.69％です。

総経費率
1.69％

運用管理費用
（投信会社）
0.76％

運用管理費用
（販売会社）
0.82％

運用管理費用
（受託会社）
0.06％

その他費用
0.05％

（注１）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便
法により算出したものです。

（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料
及び有価証券取引税を含みません。

（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これ

らの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用
の比率とは異なります。
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最近５年間の基準価額等の推移について

（注１）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注２）実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留
意ください。

（注３）分配金再投資基準価額、参考指数は、2018年11月12日の基準価額を起点として指数化しています。
（注４）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）（2023年２月28日までは配当を含まないＴＯＰＩＸ（東証株価指

数））であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しています。

最近５年間の年間騰落率
2018/11/12 2019/11/11 2020/11/10 2021/11/10 2022/11/10 2023/11/10
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額（分配落）（円） 9,886 9,721 9,037 10,356 10,965 11,483
期間分配金合計（税引前）（円） － 0 0 1,070 2,500 3,290
分配金再投資基準価額騰落率 － －1.7％ －7.0％ 26.7％ 32.2％ 37.4％
参考指数騰落率 － 1.9％ －0.2％ 18.1％ －3.6％ 23.4％
純資産総額（百万円） 2,572 1,967 1,478 1,188 1,131 1,850

（注１）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。小数点以下第２位を四捨五入して表示しています。
（注２）純資産総額の単位未満は切捨てで表示しています。
（注３）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）（2023年２月28日までは配当を含まないＴＯＰＩＸ（東証株価指

数））であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しています。
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投資環境について
＜日本株式市場＞
　当期の日本株式市場は上昇しました。
　堅調な業績見通しや株主還元策を発表した企業などが注目されるとともに、海外投資家からの買いが
継続し市場を押し上げました。米国の利上げ見送り観測や債務上限問題の決着が好材料となり、日本株
式市場は上昇しました。７月から８月下旬にかけては、米国債の格下げ、米金利の上昇、中国不動産大
手の信用不安などが意識され、日本株式市場は横ばいとなりました。９月以降は米国の強い景気指標も
あり再度上昇しましたが、９月後半になると米金利の上昇、10月になると中東情勢の悪化が嫌気され、
日本株式市場は下落しました。11月になると日米金利差の拡大を背景とする円安米ドル高の進行により
日本株式市場は上昇し、結果前期を上回る水準で期を終えました。

＜外国為替市場＞
　外国為替市場では、米ドルが対円で上昇しました。

○為替レート（対円）の推移

出所：三菱ＵＦＪ銀行対顧客電信売買相場仲値（ＴＴＭレート）
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ポートフォリオについて
＜本ファンド＞
　日本計量株式マザーファンドを通じて、国内の上場株式を主要投資対象とした運用を行うとともに、
為替取引による米ドルへの投資を行い、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行いま
した。
　本ファンドでは、米ドル買い円売りの為替取引を行っており、2023年11月10日現在の比率は
95.3％です。

＜本マザーファンド＞
　本マザーファンドでは、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント独自開発の計量モデルを
用いて、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）との連動を維持しながら、長期
的にこれを上回る運用成果をめざしました。
　 当 運 用 で は 、 最 新 の ビ ッ グ デ ー タ や 伝 統 的 な 市 場 ・ 業 績 デ ー タ 等 を も と に 、 モ メ ン タ ム
（Momentum）・バリュー（Value）・収益性（Profitability）の投資テーマを通じた評価基準
（MVPモデル）に基づき、投資魅力度を総合的に評価していますが、「モメンタム」、「バリュー」お
よび「収益性」がプラス寄与となったことなどから、本マザーファンドのパフォーマンスはベンチマー
クを上回りました。

ベンチマークとの差異について
　本ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、本ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。

＜当期の基準価額と参考指数の対比（騰落率）＞

（注１）基準価額の騰落率は収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。
（注２）参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）であり、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記

載しています。

　当期の本ファンドのパフォーマンス（分配金再投資ベース）は＋33.1％となった一方、参考指数のパ
フォーマンスは＋13.3％となりました。
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分配金について
　収益分配金（１万口当たり、税引前）については、分配方針および基準価額の水準などを勘案し、第
38期は1,480円、第39期は1,360円としました。収益分配金に充てなかった収益については、信託財産
内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

＜分配原資の内訳＞
（単位：円・％、１万口当たり・税引前）

項目
第38期 第39期

2023年５月11日
～2023年８月10日

2023年８月11日
～2023年11月10日

当期分配金 1,480 1,360
（対基準価額比率） 11.259 10.589
当期の収益 1,480 914
当期の収益以外 － 445

翌期繰越分配対象額 1,665 1,482
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額です。

また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。
（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。
（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率

とは異なります。

今後の運用方針について
＜本ファンド＞
　今後も引き続き本マザーファンドを通じて、国内の上場株式を主要投資対象とした運用を行うととも
に、為替取引による米ドルへの投資を行い、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行
います。

＜本マザーファンド＞
　本マザーファンドでは、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント独自開発の計量モデルを
用いて、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）との連動を維持しながら、長期
的にこれを上回る運用成果をめざします。

本ファンドの概要
　８ページをご参照ください。
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（参考情報）
本ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

○上記は、2018年11月から2023年10月の５年間における１年騰落率の平均値・最大値・最小値を、
本ファンドおよび他の代表的な資産クラスについて表示したものです。

○各資産クラスの指数
日本株：東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）
先進国株：ＭＳＣＩ　コクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株：ＭＳＣＩ　エマージング・マーケッツ・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ　国債
先進国債：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・グロー

バル・ダイバーシファイド（円ベース）
□東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）に係る標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または
株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。□ＭＳＣＩコクサイ・インデックスおよびＭＳＣＩエマージング・マーケッツ・
インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩインクに帰属します。ＭＳＣＩおよびＭＳＣＩの情報の編
集、計算、および作成に関与するその他すべての者（以下総称して「ＭＳＣＩ当事者」といいます）は、ＭＳＣＩの情報について
一切の保証（独創性、正確性、完全性、商品性および特定目的への適合性を含みますが、これらに限定されません）を明示的に排
除します。ＭＳＣＩ、その関連会社およびＭＳＣＩ当事者は、いかなる場合においても、直接損害、間接損害、特別損害、付随的
損害、懲罰損害、派生的損害（逸失利益を含みます）およびその他一切の損害についても責任を負いません。ＭＳＣＩの書面によ
る明示的な同意がない限り、ＭＳＣＩの情報を配布または流布してはならないものとします。□ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債の知的
財産権は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。□ＦＴＳＥ世界国債インデックスは、
FTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。□ＪＰモル
ガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・グローバルに関する著作権は、Ｊ．Ｐ．モルガン・セ
キュリティーズ・エルエルシーに帰属します。

・海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円ベースの指数を採用しております。
・全ての資産クラスが本ファンドの投資対象とは限りません。
・本ファンドの騰落率は収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。
・騰落率は当期末の直近月末から60ヵ月遡った算出結果であり、本ファンドの決算日に対応した数値とは異なります。
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本ファンドのデータ
本ファンドの組入資産の内容（2023年11月10日現在）

○組入上位ファンド� （組入銘柄数：１銘柄）
ファンド名 比率

日本計量株式マザーファンド 90.9％
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

（注１）上記の比率は全て本ファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては合計が100％とならない場合があ
ります。

（注２）国別配分は、発行国もしくは投資国を表示しています。国・地域別による配分です。

純資産等

項目 第38期末 第39期末
2023年８月10日 2023年11月10日

純資産総額 1,490,043,482円 1,850,410,325円
受益権総口数 1,277,320,971口 1,611,467,899口

１万口当たり基準価額 11,665円 11,483円
（注）当作成期首元本額は1,024,286,084円、当作成期間（第38期～第39期）中において、追加設定元本額は1,004,247,027

円、同解約元本額は417,065,212円です。

マザーファンド受益証券
90.9％

株式先物
8.8％

その他
0.2％

○資産別配分

日本
99.8％

その他
0.2％

○国別配分

日本円
99.8％

その他
0.2％

○通貨別配分
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組入上位ファンドの概要
日本計量株式マザーファンド（2023年11月10日現在）
○基準価額の推移について（2023年５月11日～2023年11月10日）

（注）基準価額の推移については組入れファンドの直近の計
算期間のものです。

○１万口当たりの費用明細
項目

売買委託手数料 16円
（株式） (16)
（先物・オプション） (0)
その他費用 0
（その他） (0)

合計 16
（注１）１万口当たりの費用明細は組入れファンドの直近の

計算期間のものです。
（注２）１万口当たりの費用明細は各項目ごとに円未満は四

捨五入してあります。なお、費用項目については13
ページ（１万口当たりの費用明細の項目の概要）を
ご参照ください。
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（注１）データは組入れファンドの直近の決算日時点のものです。
（注２）国別配分は、発行国もしくは投資国を表示しています。国・地域別による配分です。
（注３）上記の比率は全て組入れファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては合計が100％とならない場合

があります。

＊組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）でご覧いただけます。

株式
90.1％

株式先物
1.0％

その他
8.9％

○資産別配分

日本
91.1％

その他
8.9％

○国別配分

日本円
91.1％

その他
8.9％

○通貨別配分

銘柄 業種 比率
１ トヨタ自動車 輸送用機器 2.7％
２ 本田技研工業 輸送用機器 2.4％
３ 東京海上ホールディングス 保険業 2.2％
４ 東京エレクトロン 電気機器 2.1％
５ 日本電信電話 情報・通信業 1.9％
６ オリックス その他金融業 1.8％

銘柄 業種 比率
７ セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 1.6％
８ 富士通 電気機器 1.6％
９ ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 保険業 1.6％
10 豊田通商 卸売業 1.6％
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

○組入上位10銘柄� （組入銘柄数：177銘柄）
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